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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第１部門第１区分
【発行日】令和1年10月17日(2019.10.17)

【公表番号】特表2018-532385(P2018-532385A)
【公表日】平成30年11月8日(2018.11.8)
【年通号数】公開・登録公報2018-043
【出願番号】特願2018-511613(P2018-511613)
【国際特許分類】
   Ｃ１２Ｎ   5/071    (2010.01)
   Ａ６１Ｌ  27/38     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  35/33     (2015.01)
   Ａ６１Ｋ  35/44     (2015.01)
   Ａ６１Ｐ  43/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   1/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ１２Ｎ    5/071    　　　　
   Ａ６１Ｌ   27/38     ２００　
   Ａ６１Ｌ   27/38     ３００　
   Ａ６１Ｋ   35/33     　　　　
   Ａ６１Ｋ   35/44     　　　　
   Ａ６１Ｐ   43/00     １０５　
   Ａ６１Ｐ    1/00     　　　　

【手続補正書】
【提出日】令和1年9月4日(2019.9.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象への植え込みに好適な組織コンストラクトを作製する方法であって、
　（ｉ）無細胞足場を提供する工程と、
　（ｉｉ）前記足場内又はその上に中胚葉性血管芽細胞と線維芽細胞との組み合わせを播
種する工程と、
　（ｉｉｉ）前記播種足場を培養する工程であって、前記コンストラクトを作製する、工
程と
を含む方法。
【請求項２】
　前記組織コンストラクトが、食道又は腸などの管腔臓器における植え込み又は前記臓器
の置換に好適である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記対象がヒトであり、前記組織コンストラクトが食道コンストラクトである、請求項
１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　播種に用いられる中胚葉性血管芽細胞：線維芽細胞の比が５０：５０～９９：１、６５
：３５～９０：１０、７０：３０～９０：１０、８０：２０～９０：１０、又は８３：１
７～８７：１３である、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
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【請求項５】
　播種が、前記足場、好ましくは前記足場の筋層への、同時又は逐次的な細胞の注入によ
る、請求項１～４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記中胚葉性血管芽細胞及び線維芽細胞が自家性である、請求項１～５のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項７】
　前記中胚葉性血管芽細胞が以下のマーカー：ＡＰ、ＮＧ２を発現する、請求項１～６の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記足場が脱細胞化され、かつ、管腔臓器に由来する、請求項１～７のいずれか一項に
記載の方法。
【請求項９】
　前記足場がブタ由来などの非ヒト起源であり、好ましくは脱細胞化子ブタ食道である、
請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記足場が播種された後、バイオリアクター中で前記中胚葉性血管芽細胞の成長及び分
化に好適な１つ以上の培地中で、前記コンストラクトが無菌条件下において培養される、
請求項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記足場が静置培養条件下で培養され、続いて動的培養条件下で培養される、請求項１
０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記コンストラクトが、前記中胚葉性血管芽細胞が分化して少なくとも以下のマーカー
：ＮＧ２、アルカリホスファターゼを発現するまで培養される、請求項１０又は１１に記
載の方法。
【請求項１３】
　工程（ｉｉｉ）の後、前記組織コンストラクトが血管新生のために対象の異所性部位に
植え込まれる、請求項１～１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記コンストラクトが管腔形状を有し、
　前記組織コンストラクトを少なくとも管腔内表面上で上皮化させる更なる工程を含む、
請求項１～１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の方法によって得られるか又は得ることが可能な
組織コンストラクト。
【請求項１６】
　組織若しくは臓器の置換若しくは修復を必要としているか、又は組織若しくは臓器損傷
若しくは欠損を患っている対象を治療する方法に用いるための、請求項１５に記載の組織
コンストラクトであって、前記組織コンストラクトが移植可能な管腔組織コンストラクト
であり、前記方法が前記組織コンストラクトを前記対象に投与することを含む、組織コン
ストラクト。
【請求項１７】
　組織若しくは臓器の損傷若しくは欠損の治療に用いられるか、又は対象の組織若しくは
臓器の修復若しくは置換に用いられる、請求項１５に記載のコンストラクト。
【請求項１８】
　対象の組織若しくは臓器の損傷若しくは欠損を治療するための、又は対象の組織若しく
は臓器を修復若しくは置換するための医薬の製造における請求項１５に記載のコンストラ
クトの使用。
【請求項１９】
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　請求項１６に記載の方法における請求項１５に記載のコンストラクトの使用。
【請求項２０】
　脱細胞化生体足場の中胚葉性血管芽細胞による細胞分布、生着及びコロニー形成を改善
するための線維芽細胞の使用であって、前記線維芽細胞が、以下の比率の範囲５０：５０
～９９：１、６５：３５～９０：１０、７０：３０～９０：１０、８０：２０～９０：１
０、８３：１７～８８：１２内の中胚葉性血管芽細胞：線維芽細胞の比で使用される、使
用。
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